
（法第１０条第１項関係様式例） 

 

２０２５年度 事業計画書 

 

  成立の日から２０２６年３月３１日まで 

 

特定非営利活動法人夢かなえサポート 

 

１ 事業実施の方針 

 設立初年度である本年度は、高齢者に対して、お困り事をサポートする事業を展開するととも

に、それぞれの事業の実施体制を確立していく 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
事 業 内 容 

実施 

予定 

日時 

実施 

予定 

場所 

従事者

の予定

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定人数 

事業費の

予算額 

(千円) 

お出かけ

同行事業 

お買物、イベント等に付き添

う 

随時 

 

希望地 

 

20人 

 

福岡・佐賀 

50人/月 

630 

 

各種代行

事業 

お買物、手続等を代行 

 

随時 

 

希望地 

 

20人 

 

福岡・佐賀 

50人/月 

300 

 

共食事業 

 

一緒にお食事 

 

随時 

 

希望地 

 

20人 

 

福岡・佐賀 

50人/月 

300 

 

お話し相

手事業 

電話及び訪問で対応 

 

随時 

 

全国 

 

20人 

 

福岡・佐賀 

50人/月 

300 

 

お手伝い

事業 

草刈り、剪定、家の中の掃除、

畑仕事等全般 

随時 九州内 20人 

 

福岡・佐賀 

50人/月 

300 

 

（備考） 

１ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書をそれぞれ別葉として作成する。 

２ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにし

て記載する。 

３ ２の(1)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、従事

者の予定人数、受益対象者の範囲及び予定人数並びに事業費の予算額をそれぞれ記載する。 

４ ２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び予定人数」の欄には、具体的な受益対象者及び予定

人数を記載する。 

５ ２の(2)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、従事

者の予定人数及び事業費の予算額をそれぞれ記載する。定款上、「その他の事業」に関する事

項を定めている場合は、設立当初の事業年度及び翌事業年度に実施予定がなくても「予定な

し」の旨を記載する。 

 

 



（法第１０条第１項関係様式例） 

 

２０２６年度 事業計画書 

 

  ２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日まで 

 

特定非営利活動法人夢かなえサポート 

 

１ 事業実施の方針 

 本年度は、高齢者に対して、お困り事をサポートする事業を展開するとともに、それぞれの事

業の実施体制を確立していく 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
事 業 内 容 

実施 

予定 

日時 

実施 

予定 

場所 

従事者

の予定

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定人数 

事業費の

予算額 

(千円) 

お出かけ

同行事業 

お買物、イベント等に付き添

う 

随時 

 

希望地 

 

30人 

 

福岡・佐賀 

65人/月 

850 

 

各種代行

事業 

お買物、手続等を代行 

 

随時 

 

希望地 

 

30人 

 

福岡・佐賀 

65人/月 

400 

 

共食事業 

 

一緒にお食事 

 

随時 

 

希望地 

 

30人 

 

福岡・佐賀 

65人/月 

400 

 

お話し相

手事業 

電話及び訪問で対応 

 

随時 

 

全国 

 

30人 

 

福岡・佐賀 

65人/月 

400 

 

お手伝い

事業 

草刈り、剪定、家の中の掃除、

畑仕事等全般 

随時 九州内 30人 

 

福岡・佐賀 

65人/月 

400 

 

（備考） 

１ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書をそれぞれ別葉として作成する。 

２ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにし

て記載する。 

３ ２の(1)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、従事

者の予定人数、受益対象者の範囲及び予定人数並びに事業費の予算額をそれぞれ記載する。 

４ ２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び予定人数」の欄には、具体的な受益対象者及び予定

人数を記載する。 

５ ２の(2)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、従事

者の予定人数及び事業費の予算額をそれぞれ記載する。定款上、「その他の事業」に関する事

項を定めている場合は、設立当初の事業年度及び翌事業年度に実施予定がなくても「予定な

し」の旨を記載する。 

 


